
 
K7
 ①

 Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-別添 1-1 火災防護設備の耐震計算の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年 4月 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所第７号機 工事計画審査資料 

資料番号 KK7添-2-059-1 改1 

提出年月日 2020年 4月22 日 

本資料のうち，枠囲みの内容

は，機密事項に属しますので

公開できません。 



 

目-1 

K7
 ①

 
Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

K7
 ①

 Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

目  次 

1. 概要 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 1     

2. 一般事項 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

2.1 評価方針 ･････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

2.2 評価対象設備 ･････････････････････････････････････････････････････････ 2 

2.3 適用基準 ････････････････････････････････････････････････････････････ 20 

2.4 記号の説明 ･･････････････････････････････････････････････････････････ 21 

 2.5 計算精度と数値の丸め方 ･･････････････････････････････････････････････ 35 

3. 評価部位 ･･････････････････････････････････････････････････････････････ 41 

4. 固有周期 ･･････････････････････････････････････････････････････････････ 43 

5. 構造強度評価 ･･････････････････････････････････････････････････････････ 43 

 5.1 構造強度評価方法 ････････････････････････････････････････････････････ 43 

  5.1.1 火災感知器 ･･････････････････････････････････････････････････････ 43 

  5.1.2 火災受信機盤 ････････････････････････････････････････････････････ 43 

  5.1.3 ボンベラック ････････････････････････････････････････････････････ 44 

  5.1.4 選択弁 ･･････････････････････････････････････････････････････････ 44 

  5.1.5 消火配管 ････････････････････････････････････････････････････････ 44 

  5.1.6 制御盤 ･･････････････････････････････････････････････････････････ 44 

 5.2 荷重の組合せ及び許容応力 ････････････････････････････････････････････ 45 

  5.2.1 荷重の種類 ･･････････････････････････････････････････････････････ 45 

  5.2.2 荷重の組合せ ････････････････････････････････････････････････････ 45 

  5.2.3 許容応力 ････････････････････････････････････････････････････････ 45 

5.3 設計用地震力 ････････････････････････････････････････････････････････ 49 

 5.4 計算方法 ････････････････････････････････････････････････････････････ 49 

  5.4.1 火災感知器の計算方法 ････････････････････････････････････････････ 49 

   5.4.1.1 熱感知器及び煙感知器 ････････････････････････････････････････ 49 

   5.4.1.2 煙感知器（防爆型）,熱感知器（防爆型）,煙感知器(光電分離型)及び 

熱感知カメラ ･･････････････････････････････････････････････････ 51 

   5.4.1.3 煙吸引式検出設備 ････････････････････････････････････････････ 53 

   5.4.1.4 炎感知器 ････････････････････････････････････････････････････ 55 

  5.4.2 火災受信機盤の計算方法 ･･････････････････････････････････････････ 57 

  5.4.3 ボンベラックの計算方法 ･･････････････････････････････････････････ 57 

  5.4.4 選択弁ラックの計算方法 ･･････････････････････････････････････････ 58 

  5.4.5 消火配管の計算方法 ･･････････････････････････････････････････････ 59 

  5.4.6 制御盤の計算方法 ････････････････････････････････････････････････ 59 

6. 機能維持評価 ･･････････････････････････････････････････････････････････ 59 

 6.1 火災感知器 ･･････････････････････････････････････････････････････････ 59 

 6.2 火災受信機盤 ････････････････････････････････････････････････････････ 59 

 6.3 ボンベラック ････････････････････････････････････････････････････････ 59 



 

目-2 

K7
 ①

 
Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

K7
 ①

 Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

 6.4 選択弁 ･･････････････････････････････････････････････････････････････ 60     

 6.5 制御盤 ･･････････････････････････････････････････････････････････････ 60 

  



 

1 

K7
 ①

 
Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規則」

という。）第 11 条及び第 52 条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則の解釈」が適合することを要求している「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防

護に係る審査基準」（平成 25年 6 月 19日制定）（以下「火災防護に係る審査基準」という。）に適

合する設計とするため，Ⅴ-1-1-8「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」（以下「Ⅴ-1-1-

8」という。）に示す火災感知設備及び消火設備が，火災防護上重要な機器等の耐震クラス及び重大

事故等対処施設の区分に応じた地震力に対して耐震性を有することを確認するための耐震計算方

針について説明するものである。 

火災防護設備の計算結果は，Ⅴ-2-別添 1-2「火災感知器の耐震計算書」，Ⅴ-2-別添 1-3「火災受

信機盤の耐震計算書」，Ⅴ-2-別添 1-4「ボンベラックの耐震計算書」，Ⅴ-2-別添 1-5「選択弁の耐

震計算書」，Ⅴ-2-別添 1-6「消火配管の耐震計算書」及びⅤ-2-別添 1-7「制御盤の耐震計算書」に

示すと共に，動的地震力の水平 2方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備に影響評価結果をＶ-

2-別添 1-8「火災防護設備の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価」に示す。 
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2. 一般事項 

 2.1 評価方針 

応力評価は，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに

許容応力に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した

固有周期に基づく設計用地震力による応力が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，機能維持評価は地震時の応答加速度が機能

確認済加速度以下であることを「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。 

耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 耐震評価フロー 

 

 

2.2 評価対象設備 

評価対象設備は，Ⅴ-1-1-8 のうち「5.1 火災感知設備について」に示す火災感知設備のう

ち火災感知器及び火災受信機盤並びにⅤ-1-1-8 のうち「5.2 消火設備について」に示す消火

設備のうちボンベラック，選択弁及び制御盤を対象とする。 

なお，消火配管についてはⅤ-2-別添 1-6 にて示す。 

火災感知設備の構造計画を表 2－1，表 2－2 に，消火設備の構造計画を表 2－3 から表 2－5

に示す。 

 

固有周期 

設計用地震力 

地震時における応力 機能維持評価用加速度 

機能維持評価 構造強度評価 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（1/6） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

熱感知器 

煙感知器 

熱感知器及び煙感知器

は，基礎ボルトにて天井

に固定する。 

熱感知器 

煙感知器 
図 2－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

図 2－2 火災感知器（熱感知器及び煙感知器）の概要図 

 

 

  

正面図 

（長辺方向） 

感知器 

側面図 

14
7 

50 

100 

（短辺方向） 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（2/6） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

煙感知器 

（防爆型） 

熱感知器 

（防爆型） 

煙感知器（防爆型）及び

熱感知器（防爆型）は，基

礎ボルトにて壁に固定す

る。 

煙感知器（防爆型） 

熱感知器（防爆型） 
図 2－3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 注記＊：図の感知器（防爆型）は，質量のより大きい煙感知器（防爆型）とする。 

 

図 2－3 火災感知器（煙感知器(防爆型)及び熱感知器(防爆型)）の概要図 

 

  

正面図 側面図 

感知器（防爆型）＊ 

（正面方向）            （側面方向） 

・煙感知器（防爆型） 約 3㎏ 

・熱感知器（防爆型） 約 0.95 ㎏ 



 

5 

K7
 ①

 
Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（3/6） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

煙感知器 

（光電分離型） 

煙感知器（光電分離型）

は，基礎ボルトにて壁に

固定する。 

煙感知器（光電分離型） 図 2－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

図 2－4 火災感知器（煙感知器(光電分離型)）の概要図 

 

  

正面図 側面図 

（正面方向）            （側面方向） 

煙感知器（光電分離型） 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（4/6） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

煙吸引式 

検出設備 

煙吸引式検出設備は，基

礎ボルトにて床に固定す

る。 

煙吸引式検出設備 図 2－5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

図 2－5 火災感知器（煙吸引式検出設備）の概要図 

 

  

（長辺方向）            （短辺方向） 

正面図              側面図 

煙吸引式 
検出設備 

320 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（5/6） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

炎感知器 
炎感知器は，基礎ボルト

にて壁に固定する。 
炎感知器 図 2－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

図 2－6 火災感知器（炎感知器）の概要図 

 

  

正面図 側面図 

（正面方向）                 （側面方向） 

炎感知器 
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表 2－1 火災防護設備のうち火災感知器の構造計画（6/6） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

熱感知カメラ 
熱感知カメラは，基礎ボ

ルトにて壁に固定する。 
熱感知カメラ 図 2－7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

図 2－7 火災感知器（熱感知カメラ）の概要図 

 

  

正面図 側面図 

（正面方向）            （側面方向） 

熱感知カメラ 
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表 2－2 火災防護設備のうち火災受信機盤の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

火災受信機盤 

火災受信機盤は，取付

ボルトにて防振サポー

ト及びチャンネルベー

スに固定する。防振サ

ポート及びチャンネル

ベースは基礎ボルトに

て基礎に固定する。 

火災受信機盤 図 2－8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

図 2－8 火災受信機盤の概要図 

 

 

  

正面図                   側面図 

（正面方向）                 （側面方向） 

基礎ボルト 

取付ボルト 

1650 

26
48
.5
 

1070 

基礎ボルト 

取付ボルト 
防振サポート 

チャンネルベース 

火災受信機盤 

基礎 

65
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画(1/8) 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（二酸化炭素消火設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

壁と床に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

 

  

1
6

7
 

図 2－9 ボンベラック（二酸化炭素消火設備）の概要図  

 

 

1870 

19
30
 

1870 
34
95
 

62
0 

62
0 

基礎ボルト 

基礎ボルト 

68ℓ 2 列 6本ボンベラック外観図 

265 

容器弁 ガスボンベ 

ボンベラック 

(2 列 6 本/2 列 5 本）平面図 

容器弁外観図 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画(2/8) 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（小空間固定式消火設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

床に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－10 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－10 ボンベラック（小空間固定式消火設備）の概要図 

1
6
7
 

1335 

20
25
 

基礎ボルト 

68.0ℓ 2 列 8本用ボンベラック外観図 

容器弁 

82
5 

ボンベラック平面図 

容器弁外観図 

ガスボンベ 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画(3/8) 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（小空間固定式消火設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

床に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－11 ボンベラック（小空間固定式消火設備）の概要図 

 

 

 

42
5 

基礎ボルト 

68.0ℓ 1 列 2本用ボンベラック外観図 

735 

ボンベラック平面図 

容器弁外観図 

ガスボンベ 

容器弁 

20
25
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画(4/8) 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火

設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

床に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－12 ボンベラック（SLCポンプ・CRD ポンプ局所消火設備）の概要図 

 

 

  

20
40
 

基礎ボルト 

70ℓ 4 本用ボンベラック外観図 

容器弁 

ガスボンベ 
57
5 

1370 

ボンベラック平面図 

容器弁外観図 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（5/8） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（電源盤・制御盤消火設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

床に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－13 ボンベラック（電源盤・制御盤消火設備）の概要図 

 

1
6

7
 

600 

ガスボンベ 

容器弁 

基礎ボルト 

13.4ℓ，6.7ℓ ボンベラック外観図 

ボンベラック平面図 

34
1.
8 

容器弁外観図 

14
00
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（6/8） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（ケーブルトレイ消火設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

床に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－14 ボンベラック（ケーブルトレイ消火設備）の概要図 

 

 

 

 

  

1
6

7
 

490 

13.4ℓ床置 2本用ボンベラック外観図 

基礎ボルト 

約
97
0 

ガスボンベ 

容器弁 

ボンベラック平面図 

26
0 

容器弁外観図 
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（7/8） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（中央制御室床下フリーアクセス

フロア消火設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

壁に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－15 ボンベラック（中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備）の概要図 

 

  

1
6
7
 

1300 

40.0ℓ壁掛 3本用ボンベラック外観図 

約
94
0 

ガスボンベ 

容器弁 

基礎ボルト 

容器弁外観図 

ボンベラック平面図 

53
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表 2－3 火災防護設備のうちボンベラックの構造計画（8/8） 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

ボンベラック 

（5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

消火設備） 

容器弁は，ガスボンベにね

じ込み固定する。ガスボン

ベは，ボンベラックに固定

し，ボンベラックは，基礎ボ

ルトにより建屋躯体である

床に固定される。 

ガスボンベ

及び容器弁 
図 2－16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－16 ボンベラック（5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備）の概要図 

  

1
6
7
 

19
65
 

1310 

80
0
 

基礎ボルト 

容器弁 

68.0ℓ2 列 6本用ボンベラック外観図 

ガスボンベ 

容器弁外観図 

ボンベラック平面図 
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表 2－4 火災防護設備のうち選択弁の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

選択弁ラック（二酸

化炭素消火設備） 

選択弁ラックは，基礎ボルトにより

建屋躯体である壁や床に固定され

る。 

選択弁 

集合管 

選択弁ラック 

図 2－17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

 

図 2－17 選択弁ラック（二酸化炭素消火設備）の概要図 

  

アンカーボルト 
選択弁ラック外観図 

選択弁外観図 
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表 2－5 火災防護設備のうち制御盤の構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

制御盤 
制御盤は，基礎ボルトにて壁に固定

する。 
制御盤 図 2－18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：mm) 

 

図 2－18 制御盤の概要図 

  

アンカーボルト 

正面図              側面図 

（正面方向）          （側面方向） 

520 900 

1950 

基礎ボルト 

取付ボルト 

制御盤 
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2.3 適用基準 

  (1) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版を含む）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会） 

  (2) 原子力発電所耐震設計技術指針  ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

  (3) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

（日本電気協会） 

  (4) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 
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2.4 記号の説明 

 表 2－6 熱感知器及び煙感知器の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ℓ１ｉ 重心と転倒支点間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ℓ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 機器の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

 注記＊1 ：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ， 

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ) ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおり

とする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2 ：ｈｉ及びｍｉの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3 ：ℓ１ｉ≧ℓ２ｉ 

＊  

＊  
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 表 2－7 煙感知器（防爆型），熱感知器(防爆型)，煙感知器(光電分離型)及び熱感知器カメラの

応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛感知器取付面に対し左右方向の水平方向地震
によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛感知器取付面に対し前後方向の水平方向地震
によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ℓ１ｉ 重心と転倒支点間の鉛直方向距離＊1 mm 

ℓ２ｉ 転倒支点と上側ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ℓ３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｍｉ 機器の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）＊1 ― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

＊  
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 注記＊1 ：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ， 

ℓ３ｉ，ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２i，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ) ， 

σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2 ：ｈｉ及びｍｉの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

 

  
＊  
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 表 2－8 煙吸引式検出設備の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ℓ１ｉ 重心と転倒支点間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ℓ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 機器の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

 注記＊1 ：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ， 

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ) ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおり

とする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2 ：ｈｉ及びｍｉの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3 ：ℓ１ｉ≧ℓ２ｉ 

 

  

＊  

＊  
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 表 2－9 炎感知器の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛感知器取付面に対し左右方向の水平方向地
震によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛感知器取付面に対し前後方向の水平方向地
震によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ℓ１ｉ 重心と転倒支点間の鉛直方向距離＊1 mm 

ℓ２ｉ 転倒支点と引張力算出対象ボルト間の鉛直方向距離＊1 mm 

ℓ３ｉ 転倒支点と引張力算出対象ボルト間の水平方向距離＊1 mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）
（壁掛形）＊1 

― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）
（壁掛形）＊1 

― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

＊  
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 注記＊1 ：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ， 

ℓ３ｉ，ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２i，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ) ， 

σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2 ：ｈｉ及びｍｉの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3 ：ℓ１ｉ≦ℓ２ｉ 

 

  

＊  
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表 2－10 火災受信機盤の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ℓ１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

ℓ１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ℓ２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

ℓ２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ℓ３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（直立形）＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）
（壁掛形）＊1 

― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）
（壁掛形）＊1 

― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

＊  
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 注記＊1 ：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ， 

ℓ３ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２i，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ， 

Ｓｙｉ(ＲＴ) ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2 ：ｈｉ及びｍｉの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3 ：ℓ１ｉ≦ℓ２ｉ 

  
＊  
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表 2－11 ボンベラックの応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルト断面積 mm
2 

Ｆｓ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトの引張力 N 

σ ボンベラック部材の組合せ応力 MPa 

σａ ボンベラック部材の引張応力 MPa 

σｂ ボンベラック部材の曲げ応力 MPa 

σｂｔ 基礎ボルトに発生する引張応力 MPa 

τ ボンベラック部材のせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに作用するせん断応力 MPa 

τｔ ねじりモーメントによるせん断応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ƒｂ 許容曲げ応力 MPa 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｃ 許容圧縮応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa  

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｅ ボンベラックの縦弾性係数 MPa 

Ｅｂ 基礎ボルトの縦弾性係数 MPa 
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表 2－12 選択弁ラックの応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルト断面積 mm
2 

Ｆｓ 基礎ボルトのせん断力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトの引張力 N 

σ ラック部材の組合せ応力 MPa 

σａ ラック部材の引張応力 MPa 

σｂ ラック部材の曲げ応力 MPa 

σｂｔ 基礎ボルトに発生する引張応力 MPa 

τ ラック部材のせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに作用するせん断応力 MPa 

τｔ ねじりモーメントによるせん断応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ƒｂ 許容曲げ応力 MPa 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｃ 許容圧縮応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa  

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｅ ラックの縦弾性係数 MPa 

Ｅｂ 基礎ボルトの縦弾性係数 MPa 
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表 2－13 消火配管の応力評価に使用する記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ１,Ｂ２， 

Ｂ２ｂ,Ｂ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（一次応力の計

算に使用するもの） 
― 

Ｃ２,Ｃ２ｂ， 

Ｃ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（一次＋二次応

力の計算に使用するもの） 
― 

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に規定する縦弾性係

数 
MPa 

ｉ１ 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33

のいずれか大きい方の値 
― 

ｉ２ 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.0 の

いずれか大きい方の値 
― 

Ｋ２,Ｋ２ｂ， 

Ｋ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数（ピーク応力の

計算に使用するもの） 
― 

Ｍａ 
管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）により生じ

るモーメント 
N･mm 

Ｍｂ 
耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震を含めた短期的

荷重）により生じるモーメント 
N･mm 

Ｍｂ 地震による慣性力により生じるモーメントの全振幅 N･mm 

Ｍｂｐ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続さ

れる分岐管の機械的荷重（地震による慣性力を含む）により生

じるモーメント 

N･mm 

Ｍｂｓ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続さ

れる分岐管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメ

ントの全振幅 

N･mm 

Ｍｃ 
耐震性についての計算：地震による相対変位により生じるモー

メントの全振幅 
N･mm 

Ｍｉｐ 
耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震による慣性力を

含む)により生じるモーメント 
N･mm 

Ｍｉｓ 
耐震性についての計算：管の地震による慣性力と相対変位によ

り生じるモーメントの全振幅 
N･mm 

Ｍｒｐ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続さ

れる主管の機械的荷重（地震による慣性力を含む）により生じ

るモーメント 

N･mm 

 

  

＊  



 

32 

K7
 ①

 
Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

記号 記号の説明 単位 

Ｍｒｓ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続さ

れる主管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメン

トの全振幅 

N･mm 回 

ｎｉ 繰返し荷重 iの実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 
繰返し荷重 iに対し，設計・建設規格 PPB-3534 にしたがって

算出された許容繰返し回数 
回 

Ｐ 
耐震性についての計算：地震と組合せるべき運転状態における

圧力 
MPa 

Ｓｈ 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表

5 に規定する材料の許容引張応力 
MPa 

Ｓℓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に規定する材料の設

計応力強さ 
MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｙ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設

計降伏点 
MPa 

Ｓｕ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に規定する材料の設

計引張強さ 
MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

ＵＳｓ Ｓｓ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

Ｚ,Ｚｉ 管の断面係数 mm3 

Ｚｂ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 mm3 

εｅ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解析に

より計算したときのひずみであり，次の計算式により計算した

値 

εｅ＝σ ／Ｅ 

σ ：弾性解析によるミーゼス相当応力 

― 

εｅｐ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の応力

－ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの 1.5 倍の値とした弾完

全塑性体とした弾塑性解析により計算したときのひずみであ

り，次の計算式により計算した値 

εｅｐ＝σ／Ｅ＋εｐ 

σ：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

εｐ：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 

― 

＊  

＊  
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表 2－14 制御盤の応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に
よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

ℓ１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ℓ２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ℓ３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）
（壁掛形）＊1 

― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）
（壁掛形）＊1 

― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 
40℃における値＊1 MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

＊  
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 注記＊1 ：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，ℓ１ｉ，ℓ２ｉ， 

ℓ３ｉ，ｎｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２i，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ， 

Ｓｙｉ(ＲＴ) ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2 ：ｈｉ及びｍｉの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3 ：ℓ１ｉ≦ℓ２ｉ 

  
＊  
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－15 から表 2－20に示すとおりである。 

 

表 2－15 火災感知器の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とす

る。 
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表 2－16 火災受信機盤の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とす

る。 
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表 2－17 ボンベラックの表示する数値の丸め方  

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

刺激係数 ― 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

ガスボンベの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2 位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊3 ：建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は， 

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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表 2－18 選択弁ラックの表示する数値の丸め方  

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

刺激係数 ― 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

ガスボンベの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

機能維持評価用加速度 ×9.8m/s2 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点以下第 2 位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊3 ：建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は， 

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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表 2－19 消火配管の表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

縦弾性係数 MPa 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

減衰定数 ％ ― ― 小数点第 1位 

解析結果

及び評価 

固有周期 s 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

震度 ― 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

刺激係数 ― 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

計算荷重 kN 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容荷重 kN 小数点第 1位 切捨て 整数位 

疲労累積係数 ― 小数点第 5位 切上げ 小数点第 4位 

機能維持評価用 

加速度 
×9.8m/s2 小数点第 2位 切上げ 小数点第 1位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点第 1位 

注記＊1 ：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法 

により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする 
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表 2－20 制御盤の表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1 ：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2 ：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3 ：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とす

る。 
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3. 評価部位 

火災防護設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，以下について評

価を実施する。 

 

(1) 火災感知器 

a. 基礎ボルト 

火災感知器は，火災起因の荷重は発生しないため，耐震性を有する原子炉建屋にボルト

で固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火

災の影響を限定し，火災を早期に感知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする

ことを構造強度上の性能目標とし，具体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

火災感知器は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期に

感知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，火災感知器を固定する火災感知器の基礎ボルトの許容限界は，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対し， 塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに

留まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としてい

ることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力

以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(2) 火災受信機盤 

a. 基礎ボルト 

火災受信機盤は，火災起因の荷重は発生しないため，耐震性を有するコントロール建屋

にボルトで固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に

対する火災の影響を限定し，火災を早期に感知する機能を保持可能な構造強度を有する設

計とすることを構造強度上の性能目標とし，具体的には以下に示す構造強度を有する設計

とする。 

火災受信機盤は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期

に感知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，火災受信機盤を固定する火災受信機盤の基礎ボルトの許容限界は，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し， 塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベ

ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針とし

ていることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容

応力以下とすることを許容限界として設定する。 
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  (3) ボンベラック 

a. ボンベラック及び基礎ボルト 

ボンベラックは，火災起因の荷重は発生しないため，耐震性を有する原子炉建屋にボル

トで固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する

火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を保持可能な構造強度を有する設計とす

ることを構造強度上の性能目標とし，具体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

ボンベラックは，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期

に消火する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，ボンベラックの構成品であるボンベラック及び基礎ボルトの許容限界は，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小

なレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方

針としていることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳ

の許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

  (4) 選択弁 

   a. 選択弁ラック及び基礎ボルト 

 選択弁ラックは，火災起因の荷重は発生しないため，耐震性を有する原子炉建屋にボル

トで固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する

火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を保持可能な構造強度を有する設計とす

ることを構造強度上の性能目標とし，具体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

 選択弁は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期に消火

する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

 したがって，選択弁の構成品である選択弁ラック及び基礎ボルトの許容限界は，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベ

ルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針とし

ていることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容

応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(5) 消火配管 

a. 管及び支持構造物 

消火配管は，火災起因の荷重は発生しないため，耐震性を有する原子炉建屋にボルトで

固定し，主要な構造部材が，火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する火

災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，管及び支持構造物の許容限界は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，塑

性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分

な余裕を有することを計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界と

して設定する。  
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  (6) 制御盤 

a. 基礎ボルト 

制御盤は，火災起因の荷重は発生しないため，耐震性を有するコントロール建屋にボル

トで固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に対する

火災の影響を限定し，火災を早期に感知する機能を保持可能な構造強度を有する設計とす

ることを構造強度上の性能目標とし，具体的には以下に示す構造強度を有する設計とする。 

制御盤は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部材が，火災を早期に感知

する機能を保持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，制御盤を固定する制御盤の基礎ボルトの許容限界は，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対し， 塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としていることを

踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とす

ることを許容限界として設定する。 

 

4. 固有周期 

火災感知設備及び消火設備の固有周期は，振動試験又は三次元多質点系はり・シェルモデルに

よる解析より求める。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

  5.1.1 火災感知器 

   (1) 感知器の質量は重心に集中しているものとする。 

   (2) 地震力は感知器に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

   (3) 感知器は基礎ボルト又は取付ボルトで固定されており，固定端とする。 

   (4) 図 5－1 における正面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい

方を記載する。 

   (5) 重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設

定して耐震性の計算を行うものとする。 

   (6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  5.1.2 火災受信機盤 

 火災受信機盤の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 9 盤の耐震

性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 
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  5.1.3 ボンベラック 

   (1) ボンベラックについては，三次元多質点系はり・シェルモデルによる固有値解析から求

めた荷重を用いて構造強度評価を実施する。 

(2) ガスボンベは，ボンベラックに固定され，ボンベラックは，基礎ボルトにより建屋躯体

である床に固定される。 

(3) 動的地震力による解析は固有値解析の結果，1次固有振動数が 20Hz以上の場合は剛構造

として 1.2ZPA の加速度若しくはそれを上回る加速度による静的解析を行い，20Hz 未満の

場合は柔構造としてスペクトルモーダル解析を行う。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  5.1.4 選択弁 

   (1) 選択弁ラックについては，三次元多質点系はりモデルによる固有値解析から求めた荷重

を用いて構造強度評価を実施する。 

(2) 選択弁は，消火系管に固定され，選択弁ラックは，基礎ボルトにより建屋躯体である壁

と床に固定される。 

(3) 動的地震力による解析は固有値解析の結果，1次固有振動数が 20Hz以上の場合は剛構造

として 1.2ZPA の加速度若しくはそれを上回る加速度による静的解析を行い，20Hz 未満の

場合は柔構造としてスペクトルモーダル解析を行う。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.5 消火配管 

消火配管及び支持構造物の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 6 

管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

5.1.6 制御盤 

制御盤の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 9 盤の耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 
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5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の種類 

荷重は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す荷重を用いる。 

 

5.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，火災起因の荷重は発生しないため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

の「3.1 構造強度上の制限」に示す，機器，配管系の荷重の組合せを用いる。 

 評価対象部位ごとの荷重の組合せを表 5－1に示す。 

 

  5.2.3 許容応力 

許容限界は，Ⅴ-1-1-8 の「5.1 火災感知設備について」及び「5.2 消火設備について」

に示す設備ごとの構造強度上の性能目標に従い，評価対象部位ごとに設定する。 

 各評価項目の許容限界を，表 5－2から表 5－7に示す。 
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表 5－1 設備毎の荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設分類 設備 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

ＤＢ 

火災感知器 ―＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

火災受信機盤 ―＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

ボンベラック ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

弁ラック ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

消火配管 クラス３管 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

制御盤 ―＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

 注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 5－2 火災感知器の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆt 1.5・ｆs 

 注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の

応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－3 火災受信機盤の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆt 1.5・ｆs 

 注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の

応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 5－4 ボンベラックの許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（部材） 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ft 1.5・ft 1.5・ｆs 

 注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の

応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－5 選択弁ラックの許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（部材） 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ft 1.5・ft 1.5・ｆs 

 注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の

応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 5－6 消火配管の許容限界 

許容応力状態 

許容限界 

一次応力（曲げ応力含む） 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ピ

ーク応力 

ⅣＡＳ 0.9Ｓu 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析＊を行

い，疲労累積係数が 1.0 以下であるこ

と。ただし，地震動のみによる一次＋

二次応力の変動値が 2Ｓｙ以下であれ

ば，疲労解析は行わない。 

 注記＊：2Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格PPB-3536(1)，

(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｙは2/3Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用い

る。 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 5－7 制御盤の許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆt 1.5・ｆs 

 注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の

応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  
＊

 

＊
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5.3 設計用地震力 

地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づく地震力又はそれを上回る地震

力を設定する。 

 

 5.4 計算方法 

  5.4.1 火災感知器の計算方法 

   5.4.1.1 熱感知器及び煙感知器 

 基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。計算モデルを図 5－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （正面）                 （側面） 

 

図 5－1 熱感知器及び煙感知器 計算モデル 

  

転倒方向（短辺方向） 

ℓ2i 

h i
 ℓ1i 

ℓ2i＝0 

ℓ1i 

h i
 

基礎ボルト 

ｍi・CH・g 

ｍi・（1＋Cv）・g 

転倒支点 

転倒方向（長辺方向） 

天井 

ｍi・CH・g 

ｍi・（1＋Cv）・g 

転倒支点 
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    (1) 引張応力 

 ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図 5－1 で最外列のボルトを支点と

する転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

 引張力 

 

Ｆｂｉ＝                      ･･(5．4．1．1．1) 

 

 引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．1．2) 

 ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄi

2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．1．3) 

 

    (2) せん断応力 

 ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

 せん断力 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g  ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．1．4) 

 せん断応力 

τｂｉ＝        ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．1．5) 

 
ｎｉ・Ａｂｉ 

Ｑｂｉ 

ｍi・CH・ｈi・g＋ｍi・（1＋Cv）・ℓ1i・g 

ｎfi・（ℓ1i＋2i） 
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   5.4.1.2 煙感知器（防爆型），熱感知器（防爆型），煙感知器（光電分離型）及び熱感知カメ

ラ 

 基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。計算モデルを図 5－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （正面）                （側面） 

 

図 5－2 煙感知器（防爆型），熱感知器（防爆型），煙感知器（光電分離型）及び熱感知カメラ  

計算モデル 

  

転倒方向（正面方向） 

転
倒
方
向
（
側
面
方
向
） 

h i
 

ℓ３i 

hi 

基礎ボルト 

基礎ボルト 

転倒支点 

ｍi・（1＋Cv）・g 
ｍi・CH・g 

ｍi・CH・g 

ｍi・（1＋Cv）・g 

壁 

壁 

転倒支点 

ℓ 1
i 

ℓ 2
i 
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    (1) 引張応力 

 ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図 5－2 で最外列のボルトを支点と

する転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

 引張力 

 

Ｆｂ１ｉ＝            ＋         ・(5．4．1．2．1) 

 

Ｆｂ２ｉ＝                             ・(5．4．1．2．2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ・・・・・・・・・・・・(5．4．1．2．3) 

 

 引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．2．4) 

 ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄi

2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．2．5) 

 

    (2) せん断応力 

 ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

 せん断力 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．2．6) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（１＋ＣＶ）・g ・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．2．7) 

Ｑｂｉ＝√              ・・・・・・・・・・・(5．4．1．2．8) 

 

 せん断応力 

τｂｉ＝        ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．2．9) 

 

  

ｎｉ・Ａｂｉ 

Ｑｂｉ 

ｎfＶi・2i 

 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

ｎｆＨi・3i 

ｍi・CH・ｈi・g 

 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ1i・g 

ｎfＶi・2i 

 

（Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2 
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   5.4.1.3 煙吸引式検出設備 

 基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。計算モデルを図 5－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （正面）               （側面） 

 

図 5－3 煙吸引式検出設備 計算モデル 

 

 

  

h i
 

基礎ボルト 

h i
 

転倒方向（長辺方向） 転倒方向（短辺方向） 

ｍi・CH・g 

ℓ1i ℓ2i 基礎ボルト 
転倒支点 

床 床 

ℓ1i ℓ2i 

ｍi・（Cv－1）・g 

ｍi・CH・g 

ｍi・（Cv－1）・g 
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    (1) 引張応力 

 ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図 5－3 で最外列のボルトを支点と

する転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

 引張力 

 

Ｆｂ１ｉ＝                      ・(5．4．1．3．1) 

 

 引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．3．2) 

 ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄi

2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．3．3) 

 ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わな

い。 

 

    (2) せん断応力 

 ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

 せん断力 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．3．4) 

 

 せん断応力 

τｂｉ＝        ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．3．5) 

 

  

ｎｉ・Ａｂｉ 

Ｑｂｉ 

ｍi・CH・ｈi・g－ｍi・（1－Cv）・ℓ1i・g 

ｎfi・（ℓ1i＋2i） 
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   5.4.1.4 炎感知器 

 基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。計算モデルを図 5－4に示す。 

 

 

      （正面）                  （側面） 

 

 注記＊：鉛直地震時及び水平地震時による転倒支点は条件の厳しくなる側のボルトを適用する。 

 

図 5－4 炎感知器 計算モデル 

  

転倒方向（正面方向） 

ｍi・CH・g 

ｍi・CH・g 

ｍi・（1＋Cv）・g 

転倒支点＊ 

（水平地震時） 

転倒支点＊ 

（鉛直地震時） 

転倒支点 基礎ボルト 

転
倒
方
向
（
側
面
方
向
） 

壁 

壁 
hi 

ｍi・CH・g 

ℓ 1
i 

ℓ
2
i 

ℓ3i 



 

56 

K7
 ①

 
Ｖ
-2
-別

添
1 
R0
 

    (1) 引張応力 

 ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図 5－4 で最外列のボルトを支点と

する転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

 引張力 

 

Ｆｂ１ｉ＝            ＋         ・(5．4．1．4．1) 

 

Ｆｂ２ｉ＝                             ・(5．4．1．4．2) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ・・・・・・・・・・・・(5．4．1．4．3) 

 

 引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．4．4) 

 ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄi

2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．4．5) 

 ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わな

い。 

 

    (2) せん断応力 

 ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

 せん断力 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．4．6) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（１＋ＣＶ）・g ・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．4．7) 

Ｑｂｉ＝√              ・・・・・・・・・・・(5．4．1．4．8) 

 

 せん断応力 

τｂｉ＝        ・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．1．4．9) 

 

  

ｎｉ・Ａｂｉ 

Ｑｂｉ 

ｎfＶi・2i 

 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g 

ｎｆＨi・3i 

ｍi・CH・ｈi・g 

 

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ℓ1i・g 

ｎfＶi・2i 

 

（Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2 
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  5.4.2 火災受信機盤の計算方法 

 火災受信機盤の計算方法は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 9 盤の耐震性

についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

 

5.4.3 ボンベラックの計算方法 

 ボンベラックについては，三次元多質点系はり・シェルモデルによる地震応答解析結果

から求めた荷重を用いて構造強度評価を実施する。 

 また，「2.1 構造計画」の表 2－3に示すとおり，容器弁は，ガスボンベにねじ込み固

定する。ガスボンベは，ボンベラックに固定し，ボンベラックを基礎ボルトにより据え付

けるため，ボンベラック及び基礎ボルト，それぞれに対し構造強度評価を実施する。 

 

    (1) ボンベラックの構造強度評価 

 a. ボンベラック部材に発生する組合せ応力の算出 

 ボンベラック部材の引張応力，曲げ応力及びせん断応力を用いて，以下の式により

ボンベラックの組合せ応力を算出する。 

 

σ＝√(σａ+σｂ)2＋3(τ+τｔ)2 ・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．3．1) 

 

    (2) 基礎ボルトの構造強度評価 

 a. 基礎ボルトに発生する引張応力の算出 

基礎ボルトの引張力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボルト

の引張応力を算出する。 

 

σｂt＝     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．3．2) 

 

 b. 基礎ボルトに発生するせん断応力の算出 

基礎ボルトのせん断力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボル

トのせん断応力を算出する。 

 

τｂ＝     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．3．3) 

  

Ａｂ 

Ｆｔ 

Ａｂ 

ＦＳ 
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5.4.4 選択弁ラックの計算方法 

 選択弁ラックについては，三次元多質点系はりモデルによる地震応答解析結果から求め

た荷重を用いて構造強度評価を実施する。 

 また，「2.1 構造計画」の表 2－4に示すとおり，選択弁は，選択弁ラックに固定し，

選択弁ラックを基礎ボルトにより据え付けるため，選択弁ラック及び基礎ボルト，それぞ

れに対し構造強度評価を実施する。 

 

    (1) 選択弁ラックの構造強度評価 

 a. 選択弁ラック部材に発生する組合せ応力の算出 

選択弁ラック部材の引張応力，曲げ応力及びせん断応力を用いて，以下の式により

選択弁ラックの組合せ応力を算出する。 

 

σ＝√(σａ+σｂ)2＋3(τ+τｔ)2 ・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．4．1) 

 

    (2) 基礎ボルトの構造強度評価 

 a. 基礎ボルトに発生する引張応力の算出 

基礎ボルトの引張力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボルト

の引張応力を算出する。 

 

σｂt＝     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．4．2) 

 

 b. 基礎ボルトに発生するせん断応力の算出 

基礎ボルトのせん断力及び基礎ボルトの断面積を用いて，以下の式により基礎ボル

トのせん断応力を算出する。 

 

τｂ＝     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5．4．4．3) 

  

Ａｂ 

Ｆｔ 

Ａｂ 

ＦＳ 
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  5.4.5 消火配管の計算方法 

 管の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 6 管の耐震性について

の計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

 

  5.4.6 制御盤の計算方法 

 制御盤の計算方法は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 9 盤の耐震性について

の計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

 

6. 機能維持評価 

火災感知設備及び消火設備は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地

震時又は地震後の動的機能及び電気的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加速

度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 6.1 火災感知器 

 火災感知器は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震

後の電気的機能を評価する。 

 機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 6.2 火災受信機盤 

 火災受信機盤は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地

震後の電気的機能を評価する。 

 機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 6.3 ボンベラック 

 ボンベラックのうち容器弁は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，

地震時又は地震後の動的機能を評価する。 

 機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 
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 6.4 選択弁 

 選択弁は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の

動的機能を評価する。 

 機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 6.5 制御盤 

 制御盤は，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の

電気的機能を評価する。 

 機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 


